




 

3 

② リターナブル容器の普及促進 

a） 現状、目的 
 循環型社会形成推進基本法において、リユースの取組がリサイクルよりも優先されていることにもわか
るように、リユースは（リサイクルと比較して）環境負荷が少ない取組である。一方、飲料容器等の現

状は、使用後はリユースではなく、リサイクルされるものが中心である。（缶、ワンウェイびん、ペッ

トボトル） 
 かつては酒・醤油類などで主流であったリターナブルビンを、広い用途に拡大させることで、リユース
を推進し、環境負荷の最少化を図ることを目的とする。 

b） 内容 
 飲料を中心とした容器のリターナブル化を図る。 

c） 効果 
 リサイクル容器に対する環境面での優位性が期待されるが、次に示すような留意事情もあるため、リタ
ーナブル化の優位性についての検証が必要となる。 

 アルミ缶などは、一度（缶として）加工してしまえば、その後のリサイクルが確立されており、リターナブルビンよりも環境負荷が少ない可
能性がある。 

 （社）軽金属学会による試算では、アルミ缶は、リサイクル率約65％以上で他の素材の容器より、エネルギー消費量が少なくなると試
算している。（アルミ缶リサイクル協会ホームページhttp://www.alumi-can.or.jp/より） 

     

d） 課題 
 リターナブル容器は、缶やペットボトルなどのワンウェイ容器などに比べて重いため、物流コストや消
費者にとっての利便性などの面で劣る部分がある。 

 上記の利便性については、デリバリーサービスを併用するなど、付加価値を付ける必要がある。（単身高齢者などが対象） 

 必要性・有効性は確認できても、多くの場合は「国への提言」に止まってしまう。 
 メーカー・販売店による取組であるため、彼らのインセンティブをどう確保するかが大きな課題となる。 
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e） 参考事例 
 メーカー単位で行っているリターナブル容器のデリバリーサービスには次のようなものがある。 

 明治の宅配サービス／各種飲料 (http://wwwmeinyu.co jp/takuhai/indexhtml) 
 アクアクララ・ピュア・東京／ミネラルウォーター (http://www.tsuiteru.com/sp/pure/) 
 ＳＰＡＲＫ／ミネラルウォーター (http://www.jspark.com/water/index.htm) 

 イベント会場でのリターナブル容器利用促進は、県内に鈴鹿サーキットの実証試験事業があるが、他県
においても同様の取組は多数存在する。 
（下記は、大分スポーツ公園総合競技場に導入したシステムの事例） 

 

＜システムの内容＞ 

 ビッグアイが採用したのは、高さ約
20cmのプラスチック製のコップ。 
 ジュース 500ml を 250 円、ビール
500ml を 650 円で販売し、これに容
器のデポジット料金（預り金）100円
が加算される。コップを返却した客に

は100円返金。 
 返却せずに同じコップで「おかわり」
する場合、デポジット料金はかから

ず、中身の飲料の値段も50円引き。 

＜デポジットシステム導入のねらい＞ 

 サッカーの試合が開催されるごとに約2～3ｔのごみが出ており、この多
くを占める紙コップの量は、夏場は1試合で約 1万2,000個と試算され
ている。リユースカップは、スタジアムから出るごみの大幅な減量（運

営サイドとしては半減）を図ることねらいとしている。 
 採用したリユースカップは、約20回繰り返して使う予定であり、紙コッ
プに比べて環境負荷が少ないこともLCAにより実証している。 
 リユースカップには、ごみの散乱を防ぐ効果もあり、試合後の清掃にか
かる手間も減ると期待されている。 
＜システム運営の課題＞ 

 場内 3 カ所にリユースカップの回収コーナーを設置し、それぞれ 2～3
人のスタッフを配置しカップの回収と預かり金の返金にあたっている。

売店にとっては、このための人件費が大きな負担となっている。 
 売店での必要コストは増えるが、ごみ処理費用などが減るため、競技場
運営にかかる総費用の削減につながる可能性は大いにある。 

  ※EICネット（国立環境研究所の環境情報案内・交流サイト）http://www.eic.or.jp/index.html より 
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④ リサイクルショップ・フリーマーケットの促進 

a） 現状、目的 
 家具や電子・電気機器、衣料品、食器などが不要となった際に、未だ利用可能なものは、ごみ（粗大ご
みや不燃ごみ）とせず、次のユーザーに引き渡すことで、商品自体の長期使用を実現させる。 

 この「次のユーザーに引き渡す」ための1つの仕組みがフリーマーケットであり、上記の長期使用によ
るごみ減量、さらには排出者にとっては売却による収入があるといったメリットも存在する。 

b） 内容 
 市民団体等が主催するフリーマーケットに、一般市民が自らの不用品を持参して出店し、一般市民に売
却する。 

 行政は、場の提供、開催案内等のＰＲ支援等を行う。 
 近年は、上記に加え、インターネットサイトを通じたバーチャルマーケットでの開催も盛んである。 

 時間、場所を選ばないため、幅広い出店と購入者の確保が可能となる。 

c） 効果 
 商品の長期使用に伴うごみ（粗大ごみや不燃ごみなど）減量が期待される。 
 売買を通じた“商品の長期使用等についての関心度・実践度アップ”といった啓発的な効果も期待でき
る。 

d） 課題 
 売買に伴う製品保証などについて、明確な取決めが必要となる。 
 マーケット開催にあたっては、市民の意識高揚を促すような演出が必要である。 

 単なる中古品売買に止まってしまうと、ごみ減量や環境問題などへの意識高揚にはつながらない。 
 フリーマーケット主催者の意見としては、来場者のごみ排出マナーの悪さなども指摘されている。（アドバイザー会議委員） 
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e） 参考事例 
 県内のフリーマーケット情報を挿入予定。 
 インターネットサイトを通じたフリーマーケット事例の主なものとしては、次が挙げられる。 

 ㈱ウィンローダーと楽天(http://furima.rakuten.co.jp/omakase/) 

 

 

 
 リサイクル・キング(http://www.recycle-king.com/) 
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⑥ 集団回収の促進 

a） 現状、目的 
 資源分別収集の推進により、ごみ処理コスト全体に占めるリサイクルコストの割合は大きくなっている
傾向が全国的にみられる。市町村は「リサイクルすればするほどお金がかかる」という認識を少なから

ず持っているものと思われる。 
 そこで、長い歴史を持つ地域単位による資源物の自主回収ルートである「集団回収」の重要性・有効性
を再確認し、今後の資源細分別の有効なルートとして、その促進を図る。 

b） 内容 
 行政の定期収集から集団回収への移行 

 収集運搬（回収）の主体を集団回収団体にすることでの効率化を図る。 

資源化施設 

ペット 

ボトル 

缶 

びん 

 

異物除去 

圧縮梱包 

選別 

圧縮梱包 

選別 

保管 

行政による 

定期収集 

ペット 

ボトル 
缶 

びん 

集団回収団体

による回収 

資源回収業者

による引取り 

システム 

の移行 

 

c） 効果 
 行政の定期収集から集団回収への移行 

 市町村が行っている集団回収への助成額は、資源品目により異なるものの概ね4～8円/kgであり、多くの場合、行政による定期収
集を実施する場合よりも安価となる（18頁の品目別のリサイクルコストを参照のこと）。 

d） 課題 
 資源物の市場に影響されるため、事業の継続性確保のためには行政の支援が重要である。 
 現在の集団回収は、PTAや子供会がその中心である。今後の20年間を見据えた集団回収の促進にあた
っては、PTA や子供会はもちろん他の地域団体等との連携強化も視野に入れるとともに、地域で高齢
者の活力を生かす施策やコミュニティ活動の促進方策と併せて検討を進める必要がある。 

e） 参考事例 
 東京都荒川区清掃審議会では、今後の資源回収の方向性として、『資源回収の主力を集団回収におく（区
は可燃・不燃・粗大といった適正処分ごみの処理を行う）』と定めている。 
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荒川区清掃審議会 答申 （平成１４年３月２２日） 

 

４ 集団回収の将来像 ～新たな集団回収システムの構築に向けて～ 

 

（１）集団回収中心の回収システムへ 

 集団回収に併せて行政回収を実施することで、区民のリサイクル意識を高めるという一定の成果を得ることができ

た。しかし、この２つの資源回収が実施される中で、集団回収のメリットがより明確になった。集団回収は少ない経費で

より多くの質の良い資源を回収することができるだけでなく、地域でのリサイクル意識の向上やコミュニティの形成にも

役に立つものである。 

 さらに、荒川区においては、再生資源事業者の集積があり、こういった事業者の活動を通して集団回収を進めること

が可能である。こうしたことから、行政の手によるリサイクルよりも、意識の高い区民の行動と十分なノウハウを持った再

生資源事業者と、区の適切なサポートのバランスの下で、民間主導のリサイクル体制の構築を検討していく必要があ

る。以上のことから、「３集団回収の拡大の方策」に記載した様々な取組により、町会を中心に働きかけを行い、集団回

収の拡大を推進していくべきである。そして一定の条件の下で行政回収から集団回収へシフトすることが必要である。 

 

（２）集団回収中心の回収システムへの移行の条件   

 行政回収は、集団回収に比べ、個人でリサイクルに参加できる、拠点数が多く資源を出しやすいなど、利便性の点で

優れている。このため、行政回収を廃止する場合には、資源をごみに戻さないような状況をつくる必要がある。 

リサイクル意識の向上を図り、集団回収を活性化することで、資源の大半を集団回収で回収する状況が生まれている

ことが必要である。その状況とは、次のようなことが考えられる。 

  1.全町会が集団回収を実施している。 

  2.全町会が集団回収での全品目を回収している。 

  3.集団回収への参加率が高い。（資源回収量の約８割以上を集団回収で集められている。） 

 

（３）集団回収中心の回収システム構築に当たっての留意点 

 区は一般廃棄物の減量に関して、区民の自主的な活動の促進を図るとともに、一般廃棄物を適正に処理するため

必要な措置を講じるよう、廃棄物処理法において規定されている。これにより、区は区民の日常生活に密着した清掃リ

サイクル事業について統括的な責任をもつことになる。 

 従って、民間の集団回収システムが整備されるにあたっては、区民にとって利便性が高く安定的なリサイクルシステ

ムとなるよう、区としても最大限配慮すべきである。 

 

ア 参加するための体制づくり 

 集団回収を実施するに当たっては、町会内での協力体制が不可欠である。そうした体制づくりのため、区はさま
ざまな支援を行うなど積極的に関わっていくべきである。 
 区は集団回収を進めるために、区民のリサイクル意識を高めるよう普及啓発に十分努めることが必要である。 
イ 区民にとっての利便性の確保 

 区民にとってより参加しやすい集団回収とするため、回収場所として公共施設を提供するとともに、回収量の増
加に見合う拠点数や回収回数の増について回収業者に働きかけていく必要がある。 
 単身世帯や共働き世帯等、集団回収に参加しにくい人たちのため、公共施設等に回収容器を設けて資源回収をす
るなど、曜日や時間帯の制約が少ない回収方法を検討すべきである。 
ウ 安定的なリサイクルシステムをつくる 

 安定的なリサイクルルートを確保するため、逆有償品目についての業者支援など、区内再生資源事業者との連携
を強める。 
 効率的に資源回収ができるように、ストックヤードや資源化施設の整備を図ることも検討していくべきである。 
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d） 課題 
 システムとしてのパフォーマンス（低コスト、低環境負荷）に優位が認められたとしても、ごみが出し
やすくなる（楽になる）ことで、ごみ量自体が増加したり、環境意識が低下したりするなど、社会的な

側面での悪影響も評価する必要がある。 
 






















